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１．研究計画の概要 

 本研究では、(1)日本における雇用や労働
の歴史に関する既存の研究をサーベイする、
(2)(1)に加え、新たな資料や文献に基づく分
析・研究を行いつつ、日本における労働と社
会の歴史、そのなかで生成した労働法の歴史
の動態を明らかにする、(3)フランスやアメ
リカの労働社会や労働法の歴史に関する研
究を継続して行い、(2)と(3)の研究結果を比
較して、労働法の歴史の比較研究を行う、(4)
以上の研究の成果をとりまとめ、日本の現在
の労働法改革をめぐる議論に歴史的視点か
ら新たな示唆を得る、という手順・方法で、
労働法の歴史的基盤について比較研究を行
うことを計画している。 
 
２．研究の進捗状況 

 平成 22（2010）年度までの 3年間で、上記
1．の(1)日本の労働史の既存研究のサーベイ、
(2)新たな資料・文献に基づく労働法の歴史
研究、(3)欧米の労働社会・労働法の歴史研
究を並行して行ってきた。その結果、本研究
の中間的な成果として、以下の諸点が明らか
になった。 
 (1) 日本の雇用・労働は歴史的・社会的
条件に規定されつつ多様に変遷してきたも
のであり、かつてから「日本的」という特定
の性格（例えば「終身雇用」的・「共同体」
的な性格）を一貫してもってきたものではな
い。 
 (2) 現在の日本の雇用・労働の特性（欧
米の雇用・労働との相違）の起源の多くは、
江戸期中盤から明治期以降の「近代化」のプ
ロセスの違いに求められる。 
(3) 1990 年代以降のグローバル化のなか

で世界の労働をめぐる状況は近接化してき

ているが、そこで求められている「集団」に
よる「コミュニケーション」のあり方は、そ
れぞれの歴史的・社会的条件に規定されつつ、
各国ごとに様々な形で顕在化してきている。 

(4) 近年の「集団」による「コミュニケ
ーション」には、多様な状況変化への迅速で
柔軟な対応という現代的側面があるが、そこ
には「集団」による差別の再生産という前近
代的な側面も潜んでおり、後者への留意とそ
の克服が、世界的に新たな課題となりつつあ
る。 
 以上の点を精査しつつ、労働法の歴史的基
盤の研究を体系的にとりまとめ、今後の日本
の労働法改革への歴史的示唆を明らかにす
ることが、平成 23（2011）年度および 24（2012）
年度に残された研究課題である。 
 
３．現在までの達成度 

②おおむね順調に進展している。 
日本の労働史の文献研究、欧米の労働法・

労働社会の歴史研究、それらを踏まえた比較
研究は、予定通り順調に進んでいる。そこか
ら得られる示唆の探究については、日本およ
び欧米諸国の状況が現在も流動的に動いて
いるため、なお確定的な示唆を得られるには
至っていない。これらの点も、残された期間、
研究を進展させていくことによって、十分達
成可能である。 

 
４．今後の研究の推進方策 

(1) 平成 23（2011）年度には、日本の労
働社会・労働法の歴史研究によって得られた
研究結果と、フランスやアメリカの労働社
会・労働法制の歴史に関する研究とを比較し、
労働法の歴史の比較研究という視点から総
合的な研究を行う。ここではまず、研究代表
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者のこれまでの外国法研究の成果（『労働社
会の変容と再生―フランス労働法制の歴史
と理論』（有斐閣、2001）、『集団の再生―ア
メリカ労働法制の歴史と理論』（有斐閣、
2005）等を基盤としつつ、これに新たに得ら
れた情報・知見を加えて、フランスとアメリ
カの労働社会・労働法の歴史を描き出す。こ
れらの研究成果と、これまでの研究で明らか
にされた日本の労働社会・労働法の歴史とを
照らし合わせることによって、日本の労働法
の基盤や特徴を歴史的・立体的に明らかにす
る。 
(2) 上記の作業と並行して、国内外で開

催される労働社会や労働法のあり方に関す
る学会、研究会、講演会などに可能な限り参
加し、情報の発信と収集を行う。 

(3) 平成 24（2012）年度には、以上の研
究を総括しつつ本研究の成果をとりまとめ、
公表する。 
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